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組合実態調査報告書

株式会社　商工組合中央金庫
一般財団法人 商工総合研究所

組合実態調査は昭和29年以降、過去11回にわたって実施され、今回（第12回）は平成25年4月

に前回調査から5年ぶりに行われた。以下ではその概要を紹介する。

【要　　旨】 

○5年前と比べて組合員数が減少した組合が60.3％を占める一方、組合員数が増加したという組
合は9.5％に止まっている。前回、前々回の調査結果と比較しても、組合員数増加組合の比率低
下、組合員数減少組合の比率上昇という傾向がみられる。

○現在実施している共同事業としては、「共同仕入・購入」（38.3％）、「組合員、従業員の福利厚生」
（38.3％）、「資金の貸付、手形割引」（27.3％）、「組合施設（駐車場、会議室等）の賃貸」（27.3％）、
「教育訓練・人材開発」（23.2％）等が上位にあげられている。

○実施事業のうちで最近5年間に新規に開始した事業としては「教育訓練・人材開発」（14.5％）、「共
同仕入・購入」（11.3％）、「組合員、従業員の福利厚生」（10.4％）、「共同受注」（10.2％）等が
多くなっている。

○実施事業のうち重点と考えている事業としては、「共同仕入・購入」（28.1％）が第1位で、以下、
「教育訓練・人材開発」（17.5％）、「組合員、従業員の福利厚生」（15.8％）、「組合施設の賃貸」（15.6
％）、「資金の貸付、手形割引」（15.1％）、「共同販売」（15.1％）等が上位にあげられている。
組合タイプ別にみると、同業者組合では、「共同仕入・購入」（34.5％）が1位となっているが、
産地組合においては「共同宣伝・販売促進・イベント主催」（40.5％）、「共同販売」（32.4％）
が上位にあげられており、下請組合、系列組合では「資金の貸付、手形割引」が60.5％に達し
ている。工場団地組合、卸商業団地組合では「組合施設の賃貸」、「組合員、従業員の福利厚生」
が1、2位を占めており、共同店舗組合、商店街組合、カード組合では「共同宣伝・販売促進・
イベント主催」という回答が他の項目を大きく引き離して1位となっている。共同工場組合で
は「共同生産・加工」（60.0％）、「共同仕入・購入」（33.3％）、流通団地組合では「共同仕入・
購入」（39.6％）、「高速道路等利用料金の共同精算」（37.5％）、異業種組合では「高速道路等利
用料金の共同精算」（27.9％）、「外国人研修生の共同受入」（16.9％）等が上位にあげられている。

○今後新規に取り組みたい事業としては、「異業種交流、企業連携、産学官連携」（18.3％）、「教
育訓練・人材開発」（17.8％）、「新技術・製品の研究開発、新分野進出」（15.9％）、「市場調査・
販路開拓」（14.4％）等が上位にあげられている。

○組合タイプ別に上位事業の内容をみると、産地組合、共同店舗組合、商店街組合では「市場調査・
販路開拓」が、同業者組合、下請・系列組合では「教育訓練・人材開発」が、工場団地組合、
卸商業団地組合、異業種組合では「異業種交流、企業連携、産学官連携」がそれぞれ1位とな
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っている。
○最近5年間に縮小・廃止した事業としては、「資金の貸付、手形割引」（32.0％）という回答が最

も多く、「共同仕入・購入」（14.7％）、「債務保証」（10.9％）、「保険代理業務」（10.4％）等がこ
れに続いている。

○組合共同事業推進上の問題点としては、「共同事業の利用が一部の組合員に偏っている」（39.6
％）、「共同事業利用率の低下」（35.2％）、「魅力ある共同事業が見つからない」（33.4％）等が上
位にあげられている。

○金融事業（組合員向け貸出）の実施状況をみると、「実施しており、今後拡大方針」1.8％、「実
施しており、今後も現状維持」22.5％、「実施しているが、今後縮小方針」10.3％、「実施してい
ないが、今後実施したい」1.9％、「実施していないし、今後も実施することはない」63.4％とい
う構成になっており、金融事業実施組合の比率は減少傾向が続いている。

○最近の組合活動の状況についてみると、「活発である」という組合は8.2％、「まずまず活発である」
が45.3％、「あまり活発ではない」が29.6％、「活発ではない」が16.9％となっている。

○組合活動おける組合員に起因する課題、問題点は、「組合員の業況不振」（25.7％）、「組合員の
減少」（24.5％）、「組合員の参加意識の不足」（22.9％）、「規模・業態等による組合員の意識の差
が拡大」（20.1％）の4つに分かれている。

○組合の活動状況別に組合員数の増減をみてみると、組合活動が「活発である」と回答している
組合では5年前に比べて組合員数が増加している組合の比率が高くなっている。

○組合運営の今後の方向性としては、「組合員の増加、組合事業の拡大を進める」（49.5％）が最
も多く、以下「他組合との連携を強化する」（11.3％）、「組合事業の縮小を進める」（9.5％）、「組
合の解散を検討する」（5.7％）、「会社組織への変更を検討する」（3.2％）、「他組合との合併を検
討する」（2.1％）、「その他」（18.8％）となっている（「その他」の具体的な内容としては「現状
維持」という記入が多い）。

○組合が組合員の事業活動を支援する上で今後果たすべき役割としては「組合員相互の交流連携
活動の支援」という回答が最も多く、「組合活動に資する補助金の取得」、「新製品や新技術に関
する情報の収集と提供」等がこれに続いている。

○組合自身の問題点や課題としては、「組合財政が苦しく、予算制約から思う様に支援できない」
（29.0％）、「組合事務局に専門性の高い支援人材がいない」（26.5％）、「組合員のニーズが把握で
きない」（24.9％）という回答が多くなっており、この3つで80％を超えている。

○組合が組合員のために果たす一定の役割が見込まれる成長分野としては、「組合間連携支援」
（38.8％）が最も多くなっている。

○組合タイプ別にみると、産地組合では「ものづくり支援」が56.1％を占めており、下請組合、
系列組合、工場団地組合でも「ものづくり支援」が30％を超えている。流通団地、卸商業団地
では「環境対策支援」が4割近くを占めていることが特徴的である。また、産地組合、共同店
舗組合、商店街組合において「地域資源活用支援」の比率が相対的に高くなっていることが注
目される。

○海外展開（支援）について、現在の取組状況と今後の取組予定をみると、いずれの項目につい
ても、「取り組んでいる」という回答の比率は5％以下と低くなっているが、今後の取組予定に
ついては「今後取り組んでいきたい」という回答の比率が高まっている。
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【調査要領】

1．調査の対象

商工中金と取引のある事業協同組合

2．調査方法

郵送自記入によるアンケート調査

3．調査実施

平成25年4月

4．調査時点

平成25年3月末日現在

5．回収状況

調査対象組合数　　　　　　6,568組合

回収組合数　　　　　　　　3,291組合

回収率　　　　　　　　　　50.1％

6．調査事項

○�設立年月、出資金額、組合員数、組織形

態

○�組合員の増減、組合の主要財源、組合決

算状況

○�組合共同事業の状況（実施事業、新規開

始事業、重点事業、今後新規に取り組み

たい事業、縮小・廃止事業）、共同事業推

進上の問題点とその対策

○�金融機関からの借入状況、金融取引にあ

たり商工中金に求めるものと民間金融機

関に求めるもの

○�金融事業の実施状況、今後の取組方針と

その理由、金融事業活性化のための取り

組み

○�集団化形態をとっている組合（団地組合）

の運営に関する事項（高度化資金返済状

況、団地の一体性維持のための対応策、

団地内余剰地・未利用地の状況と有効活

用策）

○�最近の組合活動の状況、組合活動におけ

る課題・問題点、組合運営の今後の方向 

性、組合が組合員の事業活動を支援する

上で果たすべき役割と組合自身の課題や

問題点、組合として組合員のために一定

の役割が見込まれる成長分野、海外展開

（支援）状況

○�今まで商工中金が果たしてきた役割、今

後商工中金に求める役割、商工中金の職

員の対応や店舗の利便性等について

○商工中金に対する意見、要望（自由記入）

目　次

Ⅰ．組合の組織と構成
Ⅱ．組合共同事業について
Ⅲ．金融事業の状況

Ⅳ．集団化組合について
Ⅴ．組合活動の課題と今後の方針
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1997年調査 2002年調査 2008年調査 今回調査

アンケート票
送付組合数（A） 16,019 13,397 7,326 6,568

送付組合
抽出基準

①�商工中金取引組合
は悉皆の10,153組合

②�商工中金に所属の
みの組合は抽出率
40％で無作為抽出
した5,575組合

③�商工中金に未所属
の組合については
各営業店が無作為
に抽出した291組合

合計 16,019組合

①�商工中金取引組合
は悉皆の9,737組合

②�商工中金に所属の
みの組合は抽出率
20％で無作為抽出
した3,425組合

③�商工中金に未所属
の組合については
各営業店が無作為
に抽出した235組合

合計 13,397組合

商工中金所属組合の
うち、組合貸または構
成員貸のある事業協
同組合

同左

アンケート票
回収組合数（B） 9,410 8,242 4,196 3,291

回 収 率
（B）／（A） 58.7％ 61.5％ 57.3％ 50.1％

［参　考］
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Ⅰ．組合の組織と構成

Ⅰ．1　組織形態

組織形態別の構成をみると、同業者組合が

66.0％と全体の3分の2を占めている。その他

主要なものとしては、異業種組合（9.2％）、工

場団地組合、共同工場組合を合わせた工場集

団化組合（8.7％）、流通団地組合、卸商業団地

組合、共同店舗組合といった流通・商業の集

団化組合（7.5％）、下請組合、系列組合（4.1％）

等がある（図表Ⅰ-1）。

Ⅰ．2　組合出資金

組合出資金階層別の構成をみると（図表Ⅰ-3）、

100万円以下が10.3％、100万円超〜500万円

以下が26.1％、500万円超〜1000万円以下が

16.0％となっており、出資金1000万円以下の組

合で全体の半分を超えている。前回調査の結

果と比べて、構成に大きな変化はみられない。

組合タイプ別にみると（図表Ⅰ-4）、全体の3

分の2を占める同業者組合においては100万円

以下が11.5％、100万円超〜500万円以下が

29.5％、500万円超〜1000万円以下が15.7％と

なっており、合わせて56.7％と過半が出資金

1000万円以下の組合となっている。

出資金が1億円を超える大型組合の構成比が

高いのは、流通団地組合（37.3％）、卸商業団

地組合（47.2％）、共同店舗組合（20.6％）、連

鎖化組合（20.0％）である。これに対し、商店

街組合では100万円以下が20.7％、100万円超

〜500万円以下が48.3％と出資金500万円以下

で7割近くを占めており、他のタイプの組合と

比較して出資金額の小さい組合の割合が大き

いという特徴がみられる。

図表Ⅰ-1　組合形態別構成

その他の組合
1.2%

連鎖化組合
0.2%

商店街組合・
カード組合
1.6%

下請組合、
系列組合
4.1%

産地組合
1.4%

工場団地組合、
共同工場組合
8.7%

流通団地組合、
卸商業団地組合、
共同店舗組合
7.5%

異業種組合
9.2%

同業者組合
66.0%

No. 組 織 形 態 説　　　明
1 同業者組合 同業者によって構成された組合

2 産地組合 産地を形成する業種の業者多数で
組織された組合

3 下請組合、系列組合
特定企業の下請業者による組合、
特定企業と系列関係にある企業の
組合

4 工場団地組合 一つの団地内に工場を設置する集
団化組合

5 共同工場組合 一棟の建物内で事業を行う集団化
組合

6 流通団地組合 運輸業、倉庫業の集団化組合
7 卸商業団地組合 卸売業の集団化組合

8 共同店舗組合 共同店舗で主に小売業を営む業者
による組合、市場組合

9 商店街組合 商店街を形成している主に小売・
サービス業者を網羅する組合

10 カード組合
小売・サービス業者によるクレジ
ットカード、ポイントカード発行
を目的とする組合

11 連鎖化組合 ボランタリー・チェーン、フラン
チャイズ・チェーンの組合

12 異業種組合 異業種の業者で組織された組合
13 その他の組合 上記以外の組合

図表Ⅰ-2　組織形態の区分
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図表Ⅰ-4　組合出資金額［組合タイプ別］

～100万円 
500万円超～1000万円 
2000万円超～5000万円 
1億円超 

100万円超～500万円 
1000万円超～2000万円 
5000万円超～1億円 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

同業者組合 11.5 11.5 29.5 29.5 15.7 15.7 11.5 11.5 17.2 17.2 8.3 8.3 6.3 6.3 

産地組合 6.7 6.7 6.7 6.7 17.8 17.8 8.9 8.9 28.9 28.9 22.2 22.2 8.9 8.9 

下請組合、系列組合 15.3 15.3 23.4 23.4 25.0 25.0 19.4 19.4 12.9 12.9 4.0 4.0 0 0 

工場団地組合 11.3 11.3 20.3 20.3 29.7 29.7 12.1 12.1 12.1 12.1 10.2 10.2 4.3 4.3 

共同工場組合 10.5 10.5 26.3 26.3 10.5 10.5 5.3 5.3 15.8 15.8 21.1 21.1 10.5 10.5 

流通団地組合 6.0 6.0 7.5 7.5 3.0 3.0 10.4 10.4 16.4 16.4 19.4 19.4 37.3 37.3 

卸商業団地組合 2.8 2.8 3.8 3.8 5.7 5.7 5.7 5.7 20.8 20.8 14.2 14.2 47.2 47.2 

共同店舗組合 20.6 20.6 13.2 13.2 26.5 26.5 7.4 7.4 16.2 16.2 14.7 14.7 1.5 1.5 

商店街組合 20.7 20.7 48.3 48.3 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 6.9 3.4 3.4 

カード組合 5.6 5.6 44.4 44.4 16.7 16.7 11.1 11.1 0 0 16.7 16.7 5.6 5.6 

連鎖化組合 20.0 20.0 20.0 20.0 0 0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 0 0 

異業種組合 11.3 11.3 31.3 31.3 23.6 23.6 13.0 13.0 13.7 13.7 2.8 2.8 4.2 4.2 

その他の組合 16.7 16.7 2.8 2.8 13.9 13.9 30.6 30.6 16.7 16.7 13.9 13.9 5.6 5.6 

図表Ⅰ-3　組合出資金額

～100万円 

1000万円超～2000万円 

1億円超 

100万円超～500万円 

2000万円超～5000万円 

500万円超～1000万円 

5000万円超～1億円 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

2008年調査 

今 回 調 査 

10.5  

10.3  

24.3  

26.1  

16.1  

16.0  

12.3  

11.8  

18.9  

17.8  

9.9  

9.2  

7.9  

8.8  
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組合員51名以上の組合の比率が37.5％、52.4％

と高くなっている。また、連鎖化組合、異業種

組合、その他の組合（火災共済協同組合が中心）

についても組合員数の多い組合の構成比が高

く、組合員201名以上の組合がそれぞれ40.0％、

29.6％、53.7％を占めている。

次に、5年前と比べた組合員数の増減をみる

と（図表Ⅰ-7）、5年前と比べて組合員数が減少

した組合が60.3％に達しており、組合員数が増

加したという組合は9.5％に止まっている。前

回、前々回の調査結果と比較しても、組合員数

増加組合の比率低下、組合員数減少組合の比

率上昇という傾向がみられる。

組合タイプ別にみると（図表Ⅰ-8）、産地組合、

卸商業団地組合、共同店舗組合、商店街組合、

カード組合では組合員の減少した組合の割合

が相対的に大きくなっているが、工場団地組合、

共同工場組合、流通団地組合では「変化なし」

という回答が多く、組合員数増加ないしは現状

維持が50％を超えている。また、異業種組合

では組合員が増加した組合の比率が23.0％と高

くなっている。

Ⅰ．3　組合員数

組合員数階層別の構成をみると（図表Ⅰ-5）、

組合員5名以下の組合が13.8％、組合員6〜10

名が18.4％、組合員11〜20名が22.5％、組合

員21〜50名が20.8％となっており、組合員20

名以下の組合が半ば以上を占め、組合員数50

名までで全体の4分の3に達している。前回調

査の結果と比較しても、構成に大きな変化はみ

られない。

組合タイプ別にみると（図表Ⅰ-6）、全体の3

分の2を占める同業者組合においては「組合員

5名以下」が14.3％、「組合員6名〜10名」18.1％、

「組合員11名〜20名」21.6％という構成になっ

ており、組合員20名以下の組合が過半（54.0％）

を占めている。

共同工場組合は組合員5名以下が55.0％、組

合員20名以下では85.0％と組合員数の少ない

組合の構成比が高くなっている。また、工場団

地組合、流通団地組合、共同店舗組合につい

ても、組合員20名以下の組合の比率はそれぞ

れ74.9％、88.2％、78.3％となっている。

これに対し、商店街組合、カード組合では

図表Ⅰ-5　組合員数

5名以下 

2008年調査

今 回 調 査

6～10名 11～20名 21～50名 51～100名 101～200名 201名以上 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

14.5  

13.8  

17.5  

18.4  

21.7  

22.5  

22.2  

20.8  

10.5  

10.5  

6.2  

6.1  

7.5  

7.9  
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図表Ⅰ-7　5年前と比べた組合員数の変化

増加した 変化なし 減少した 

今 回 調 査 

2008年調査 

2002年調査 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

9.5  

9.9  

15.3 

30.2 

35.4 

27.8 

60.3 

54.7 

56.9 

図表Ⅰ-6　組合員数［組合タイプ別］

流通団地組合 

卸商業団地組合 

共同店舗組合 

5名以下 6～10名 11～20名 21～50名 51～100名 101～200名 201名以上 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

同業者組合 14.3 18.1 21.6 22.2 11.4 6.6 5.8 

産地組合 8.5 2.1 27.7 19.1 19.1 21.3 2.1 

下請組合、系列組合 26.9 26.1 14.9 20.1 4.5 1.5 6.0 

工場団地組合 8.7 26.6 39.5 18.6 3.0 2.3 1.1 

共同工場組合 55.0 15.0 15.0 5.0 10.0 

10.3 27.9 50.0 5.9 
2.9 2.9 

1.9 
4.7 21.5 43.0 20.6 6.5 1.9 

17.4 33.3 27.5 15.9 1.4 2.9 1.4 

商店街組合 6.3 12.5 18.8 25.0 28.1 9.4 

カード組合 9.5 19.0 19.0 38.1 4.8 9.5 

連鎖化組合 20.0 20.0 20.0 40.0 

異業種組合 14.1 14.8 13.1 12.1 8.8 7.6 29.6 

その他の組合 7.3 12.2 7.3 7.3 4.9 7.3 53.7 
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課金・会費」を第1位の財源とする組合の比率

が高いが、下請組合、系列組合では「金融事

業収入」、卸商業団地組合では「賃貸料」、共

同工場組合、流通団地組合等では「共同事業

収入」の比率が相対的に高いといった特徴が

みられる。

Ⅰ．4．2　直近の決算状況

直近の組合の決算状況（利用分量配当前）

をみると（図表Ⅰ-12）、黒字を計上している組

合が56.8％と半分を超えており、収支均衡が

27.2％、赤字が16.0％となっている。前回調査

と比べても黒字組合の比率が高まっている。

Ⅰ．4　組合財政

Ⅰ．4．1　組合の主要財源

組合の主要財源についてみると（図表Ⅰ-9）、

「賦課金・会費」および「共同事業収入（金融

事業収入、賃貸料を除く）」が大きな柱となっ

ている。第1位の主要財源について前回調査と

の比較を行ってみると（図表Ⅰ-10）、構成比に

大きな差はみられないが、「賦課金・会費」お

よび「金融事業収入」の比率がやや減少して

いる。

次に、組合タイプ別に主要財源（第1位）の

状況をみると（図表Ⅰ-11）、組合タイプによる

差が大きい。共同店舗組合、商店街組合では「賦

図表Ⅰ-8　5年前と比べた組合員数の変化［組合タイプ別］

増加した 変化なし 減少した 

0% 20% 40% 60% 80% 90% 100% 10% 30% 50% 70% 

同業者組合 

産地組合 

下請組合、系列組合 

工場団地組合 

共同工場組合 

流通団地組合 

卸商業団地組合 

共同店舗組合 

商店街組合 

カード組合 

異業種組合 

8.3  

8.7  

6.8  

6.1  

0  

3.0  

7.5  

1.5  

3.0  

14.3  

23.0  

28.0  

19.6  

40.9  

46.8  

60.0  

53.7  

27.4  

28.4  

24.2  

9.5  

26.7  

63.7  

71.7  

52.3  

47.1  

40.0  

43.3  

65.1  

70.1  

72.7  

76.2  

50.3  

（注）その他の組合を除く、連鎖化組合についてはサンプル数が少ないため除外。
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図表Ⅰ-9　組合の主要財源

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

第１位 第２位 第３位 

37.0  

5.4  

12.0  

34.4  

1.2  
10.1  

34.7  

10.1  

15.3  

21.9  

7.4  

10.6  
18.8  

13.0  

17.5  

14.2  

14.9  

21.7  

その他 

各種補助金・助成金 

共同事業収入（金融事
業収入、賃貸料を除く） 
賃貸料 

金融事業収入 

賦課金・会費

図表Ⅰ-10　組合の主要財源（第1位）［前回調査との比較］

賦課金・会費 金融事業収入 賃貸料 共同事業収入 各種補助金・助成金 その他 

今 回 調 査 

2008年調査 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

37.0  

38.4  

5.4  

6.2  

12.0  

11.2  

34.4  

33.6  

1.2  

1.0  

10.1  

9.6  
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図表Ⅰ-11　組合の主要財源（第1位）［組合タイプ別］

賦課金・会費 金融事業収入 賃貸料 共同事業収入 各種補助金・助成金他 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

同業者組合 

産地組合 

下請組合、系列組合 

工場団地組合 

共同工場組合 

流通団地組合 

卸商業団地組合 

共同店舗組合 

商店街組合 

カード組合 

連鎖化組合 

異業種組合 

37.4  4.6  9.8  37.8  10.4  

27.7  8.5  8.5  34.0  21.3  

42.9  28.6  6.0  10.5  12.0  

45.5  0.4  24.6  25.0  4.5  

25.0  0  15.0  55.0  

21.7  1.4  14.5  53.6  8.7  

26.9  0  44.4  23.1  5.6  

66.7  0  23.2  8.7  1.4  

57.6  0  12.1  15.2  9.1  

4.8  19.0  9.5  33.3  33.3  

20.0  0  20.0  60.0  

29.3  8.4  5.7  37.0  

0  

0  

19.5  

図表Ⅰ-12　組合の直近決算状況（利用分量配当前）

2008年調査 

今 回 調 査 

黒　字 収支均衡 赤　字 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

52.3  

56.8  

32.1  

27.2  

15.6  

16.0  
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前々回調査の結果と比較してみると（図表 

Ⅱ-2）、「資金の貸付、手形割引」が減少する一方、

「組合施設の賃貸」や「教育訓練・人材開発」

は増加傾向にある。

Ⅱ．2　最近5年間に新規に開始した共同事業

実施事業のうちで最近5年間に新規に開始し

た事業としては「教育訓練・人材開発」（14.5％）、

「共同仕入・購入」（11.3％）、「組合員、従業員

の福利厚生」（10.4％）、「共同受注」（10.2％）

等が多くなっている（図表Ⅱ-1）。

Ⅱ．組合共同事業について

Ⅱ．1　現在実施している共同事業

現在実施している共同事業としては、「共同

仕入・購入」（38.3％）、「組合員、従業員の福

利厚生」（38.3％）、「資金の貸付、手形割引」（27.3

％）、「組合施設（駐車場、会議室等）の賃貸」（27.3

％）、「教育訓練・人材開発」（23.2％）等が上

位にあげられている（図表Ⅱ-1）。

上位の実施事業について、前回調査および

順
位 現在実施している事業 割合

（％） 新規に開始した事業 割合
（％） 重点と考えている事業 割合

（％）

1 共同仕入・購入 38.3 教育訓練・人材開発 14.5 共同仕入・購入 28.1

2 組合員、従業員の福利厚生 38.3 共同仕入・購入 11.3 教育訓練・人材開発 17.5

3 資金の貸付、手形割引 27.3 組合員、従業員の福利厚生 10.4 組合員、従業員の福利厚生 15.8

4 組合施設（駐車場、会議室等）の賃貸 27.3 共同受注 10.2 組合施設（駐車場、会議室等）の賃貸 15.6

5 教育訓練・人材開発 23.2 保険代理業務 9.9 資金の貸付、手形割引 15.1

6 共同販売 20.7 共同宣伝・販売促進・イベント主催 9.7 共同販売 15.1

7 保険代理業務 19.0 組合施設（駐車場、会議室等）の賃貸 9.7 共同受注 14.8

8 共同受注 17.6 共同販売 9.7 高速道路等利用料金の共同精算 12.2

9 高速道路等利用料金の共同精算 14.0 その他 9.5 共同宣伝・販売促進・イベント主催 11.1

10 共同宣伝・販売促進・イベント主催 13.9 廃棄物処理、環境対応、リサイクル 7.4 その他 7.3

11 共済事業 10.8 異業種交流、企業連携、産学官連携 7.2 共同生産・加工 6.2

12 共同計算、事務代行 9.5 市場調査・販路開拓 5.2 保険代理業務 6.0

13 資金借入の斡旋 8.9 新技術・製品の研究開発、新分野進出 5.0 共同保管・運送 5.7

14 廃棄物処理、環境対応、リサイクル 8.0 外国人研修生共同受入 4.6 市場調査・販路開拓 5.1

15 その他 7.9 共同計算、事務代行 3.9 共同計算、事務代行 5.0

16 債務保証 7.5 共同生産・加工 3.7 廃棄物処理、環境対応、リサイクル 4.7

17 共同保管・運送 7.5 資金の貸付、手形割引 3.5 異業種交流、企業連携、産学官連携 4.7

18 共同生産・加工 6.9 共済事業 3.3 共済事業 4.5

19 異業種交流、企業連携、産学官連携 6.5 機械設備等のリース、レンタル 3.0 資金借入の斡旋 4.1

20 市場調査・販路開拓 6.1 経営相談、コンサルティング 3.0 外国人研修生共同受入 4.0

21 販売代金共同回収 4.3 高速道路等利用料金の共同精算 2.6 新技術・製品の研究開発、新分野進出 2.7

22 外国人研修生共同受入 4.2 資金借入の斡旋 2.2 債務保証 2.6

23 共同試験・検査 3.9 共同保管・運送 2.0 共同試験・検査 2.5

24 経営相談、コンサルティング 3.7 販売代金共同回収 1.7 販売代金共同回収 2.5

25 機械設備等のリース、レンタル 3.4 共同求人 1.3 経営相談、コンサルティング 2.2

26 新技術・製品の研究開発、新分野進出 3.2 共同試験・検査 1.3 機械設備等のリース、レンタル 1.4

27 クレジット、商品券発行 3.1 債務保証 1.3 クレジット、商品券発行 1.4

28 共同給食、共同宿舎 1.7 クレジット、商品券発行 1.1 共同求人 0.9

29 共同求人 1.7 共同給食、共同宿舎 0.6 共同給食、共同宿舎 0.5

30 債権買取、ファクタリング 0.4 債権買取、ファクタリング 0.4 債権買取、ファクタリング 0.2

図表Ⅱ-1　共同事業について（実施事業、新規開始事業、重点事業）〔複数回答〕
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合施設の賃貸」については増加傾向がみられ、

組合を取り巻く環境が変化する中で、重点と考

えている共同事業の内容は多様化しつつある。

組合タイプ別にみると、組合タイプによる差

が大きくなっている（図表Ⅱ-4）。すなわち、同

業者組合では、「共同仕入・購入」（34.5％）が

1位となっているが、産地組合においては「共

同宣伝・販売促進・イベント主催」（40.5％）、「共

同販売」（32.4％）が上位にあげられており、

下請組合、系列組合では「資金の貸付、手形

割引」が60.5％に達している。また、工場団地

組合、卸商業団地組合では「組合施設の賃貸」、

「組合員、従業員の福利厚生」が1、2位を占め

ており、共同店舗組合、商店街組合、カード組

Ⅱ．3　重点と考えている共同事業

実施事業のうち重点と考えている事業として

は、「共同仕入・購入」（28.1％）が第1位で、

以下、「教育訓練・人材開発」（17.5％）、「組合員、

従業員の福利厚生」（15.8％）、「組合施設の賃貸」

（15.6％）、「資金の貸付、手形割引」（15.1％）、「共

同販売」（15.1％）等が上位にあげられている 

（図表Ⅱ-1）。

これらの重点事業のうち上位の項目につい

て、前回調査および前々回調査の結果との比

較を行ってみると（図表Ⅱ-3）、「共同仕入・購入」、

「資金の貸付、手形割引」を重点事業とする組

合の割合は低下傾向にある一方、「教育訓練・

人材開発」、「組合員、従業員の福利厚生」、「組

図表Ⅱ-2　実施している共同事業（上位事業）[前々回・前回調査との比較]〔複数回答〕

0 10 20 30 40 50 （%） 

共同仕入・購入 

組合員、従業員の福利厚生 

資金の貸付、手形割引 

組合施設の賃貸 

教育訓練・人材開発 

共同販売 

保険代理業務 

共同受注 

高速道路等利用料金の共同精算 

共同宣伝・販売促進・イベント主催 

2002年調査 
2008年調査 
今回調査 

38.9 

32.8 

32.7 

19.8 

21.1 

23.9 

17.5 

14.8 

18.3 

39.8 

38.0 

32.6 

24.5 

21.8 

20.0 

18.6 

17.5 

14.7 

14.1 

38.3 

38.3 

27.3 

27.3 

23.2 

20.7 

19.0 

17.6 

14.0 

13.9 

17.8 
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同仕入・購入」（39.6％）、「高速道路等利用料

金の共同精算」（37.5％）、異業種組合では「高

速道路等利用料金の共同精算」（27.9％）、「外

国人研修生の共同受入」（16.9％）等が上位に

あげられている。

合では「共同宣伝・販売促進・イベント主催」

という回答が他の項目を大きく引き離して1位

となっている。

その他の組合タイプについては、共同工場

組合では「共同生産・加工」（60.0％）、「共同

仕入・購入」（33.3％）、流通団地組合では「共

図表Ⅱ-3　重点と考えている共同事業（上位項目）[前々回・前回調査との比較]〔複数回答〕

0 10 20 30 40 （%） 

共同仕入・購入 

教育訓練・人材開発 

組合施設の賃貸 

資金の貸付、手形割引 

共同販売 

共同受注 

高速道路等利用料金の共同精算 

共同宣伝・販売促進・イベント主催 

組合員、従業員の福利厚生 

32.6 

9.1 

11.0 

13.0 

24.8 

17.1 

14.0 

11.7 

11.0 

29.5 

14.3 

13.8 

13.4 

17.2 

15.1 

13.3 

13.6 

10.0 

28.1 

17.5 

15.8 

15.6 

15.1 

15.1 

14.8 

12.2 

11.1 

2002年調査 
2008年調査 
今回調査 
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組合タイプ 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位

全　　体
共同仕入・購入 教育訓練・人材開発 組合員、従業員の

福利厚生 組合施設の賃貸
共同販売

資金の貸付、手形割引

28.1％ 17.5％ 15.8％ 15.6％ 15.1％

同業者組合
共同仕入・購入 共同受注 共同販売 教育訓練・人材開発 組合員、従業員の

福利厚生

34.5％ 19.4％ 17.9％ 17.7％ 12.8％

産地組合
共同宣伝・販売促進・
イベント主催 共同販売

　　市場調査・販路開拓 新技術・製品の研究開発
新分野進出

　　共同生産・加工 教育訓練・人材開発

40.5％ 32.4％ 18.9％ 16.2％

下請組合、
系列組合

資金の貸付、手形割引 教育訓練・人材開発 組合員、従業員の
福利厚生

　　共同仕入・購入
　　保険代理業務
　　共同計算、事務代行

60.5％ 22.2％ 16.0％ 9.9％

工場団地
組合

組合施設の賃貸 組合員、従業員の
福利厚生 教育訓練・人材開発 共同仕入・購入 その他

46.2％ 34.1％ 22.5％ 20.9％ 18.1％

共同工場
組合

共同生産・加工 共同仕入・購入
　　共同販売 資金貸付、手形割引

教育訓練・人材開発
　　共同受注 市場調査・販路開拓

新技術・製品開発、新分野
60.0％ 33.3％ 26.7％ 20.0％

流通団地
組合

共同仕入・購入 高速道路等利用料金の
共同精算

　　共同販売
共同保管・運送

　　共同受注

39.6％ 37.5％ 27.1％ 25.0％

卸商業団地
組合

組合施設の賃貸 組合員、従業員の
福利厚生 教育訓練・人材開発 資金の貸付、手形割引 共同仕入・購入

78.0％ 39.0％ 31.7％ 15.9％ 13.4％

共同店舗
組合

共同宣伝・販売促進・
イベント主催 組合施設の賃貸

　　組合員、従業員の福利厚生
　　教育訓練・人材開発
　　クレジット、商品券発行

79.1％ 20.9％ 18.6％

商店街組合
共同宣伝・販売促進・
イベント主催 組合施設の賃貸

　　クレジット、商品券発行 資金借入の斡旋
共同計算、事務代行

　　組合員、従業員の福利厚生 保険代理業務
教育訓練・人材開発

72.2％ 38.9％ 16.7％ 11.1％

カード組合
共同宣伝・販売促進・
イベント主催 クレジット、商品券発行 組合施設の賃貸 その他 組合員、従業員の

福利厚生

64.3％ 42.9％ 28.6％ 21.4％ 14.3％

異業種組合
高速道路等利用料金の
共同精算 外国人研修生共同受入 資金の貸付、手形割引 組合員、従業員の福利厚生 共同仕入・購入

27.9％ 16.9％ 14.9％ 14.4％ 12.9％

その他
の組合

共済事業 その他
　　共同計算、事務代行 クレジット、商品券発行

共同宣伝・イベント
　　資金の貸付、手形割引 教育訓練・人材開発

48.3％ 13.8％ 10.3％ 6.9％

図表Ⅱ-4　実施事業のうちで重点と考えている事業（上位項目）［組合タイプ別］

（注）連鎖化組合については回答サンプル数が少ないため省略
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順位 今後、新規に取り組みたい事業 割合
（％） 最近5年間に縮小・廃止した事業 割合

（％）
1 異業種交流、企業連携、産学官連携 18.3 資金の貸付、手形割引 32.0
2 教育訓練・人材開発 17.8 共同仕入・購入 14.7
3 新技術・製品の研究開発、新分野進出 15.9 債務保証 10.9
4 市場調査・販路開拓 14.4 保険代理業務 10.4
5 共同仕入・購入 9.5 共同販売 8.8
6 共同受注 9.0 高速道路等利用料金の共同精算 8.6
7 組合員、従業員の福利厚生 8.9 資金借入の斡旋 8.6
8 共同販売 8.6 組合員、従業員の福利厚生 7.7
9 共同宣伝・販売促進・イベント主催 8.1 共同受注 6.4
10 廃棄物処理、環境対応、リサイクル 6.8 共済事業 6.1
11 経営相談、コンサルティング 6.6 外国人研修生共同受入 5.2
12 共同生産・加工 5.5 共同宣伝・販売促進・イベント主催 4.8
13 共同保管・運送 5.3 組合施設（駐車場、会議室等）の賃貸 4.5
14 共同求人 4.6 その他 4.3
15 組合施設（駐車場、会議室等）の賃貸 4.2 教育訓練・人材開発 4.1
16 その他 3.3 共同生産・加工 3.9
17 保険代理業務 3.1 共同給食、共同宿舎 3.9
18 共同試験・検査 3.1 共同保管・運送 3.2
19 資金借入の斡旋 2.7 クレジット、商品券発行 3.2
20 資金の貸付、手形割引 2.6 廃棄物処理、環境対応、リサイクル 2.9
21 共同計算、事務代行 2.6 共同試験・検査 2.9
22 機械設備等のリース、レンタル 2.6 機械設備等のリース、レンタル 2.7
23 外国人研修生共同受入 2.5 共同求人 2.5
24 高速道路等利用料金の共同精算 1.7 経営相談、コンサルティング 2.5
25 共済事業 1.6 市場調査・販路開拓 2.3
26 債務保証 1.2 新技術・製品の研究開発、新分野進出 2.3
27 クレジット、商品券発行 1.1 販売代金共同回収 2.3
28 販売代金共同回収 1.0 共同計算、事務代行 2.1
29 共同給食、共同宿舎 0.9 異業種交流、企業連携、産学官連携 2.0
30 債権買取、ファクタリング 0.6 債権買取、ファクタリング 1.6

図表Ⅱ-5　共同事業について（今後新規に取り組みたい事業、最近5年間に縮小・廃止した事業）〔複数回答〕

学官連携」がそれぞれ1位となっている。

Ⅱ．5　最近5年間に縮小・廃止した事業

最近5年間に縮小・廃止した事業としては 

（図表Ⅱ-5）、「資金の貸付、手形割引」（32.0％）

という回答が最も多く、「共同仕入・購入」（14.7

％）、「債務保証」（10.9％）、「保険代理業務」（10.4

％）等がこれに続いている。「資金の貸付、手

形割引」（金融事業）を縮小・廃止した組合が

多くなっていることが注目される（金融事業に

ついては、改めて詳しく検討する）。

Ⅱ．6　共同事業推進上の問題点とその対策

組合共同事業推進上の問題点としては（図表

Ⅱ-7）、「共同事業の利用が一部の組合員に偏っ

Ⅱ．4　今後新規に取り組みたい事業

今後新規に取り組みたい事業としては（図表

Ⅱ-5）、「異業種交流、企業連携、産学官連携」 

（18.3％）、「教育訓練・人材開発」（17.8％）、「新

技術・製品の研究開発、新分野進出」（15.9％）、

「市場調査・販路開拓」（14.4％）等が上位にあ

げられている。

組合タイプ別に上位事業の内容をみると 

（図表Ⅱ-6）、産地組合、共同店舗組合、商店街

組合では「市場調査・販路開拓」が、同業者

組合、下請・系列組合では「教育訓練・人材

開発」が、工場団地組合、卸商業団地組合、

異業種組合では「異業種交流、企業連携、産
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組合タイプ 第1位 第2位 第3位 第4位

全　　体
異業種交流、企業連携、
産学官連携 教育訓練・人材開発 新技術・製品の研究開発、

新分野進出 市場調査・販路開拓

18.3％ 17.8％ 15.9％ 14.4％

同業者組合
教育訓練・人材開発 新技術・製品の研究開発、

新分野進出
異業種交流、企業連携、
産学官連携 市場調査・販路開拓

17.6％ 16.6％ 15.2％ 13.0％

産地組合

　　市場調査・販路開拓
共同販売

共同生産・加工
共同仕入・購入

　　組合施設の賃貸 共同宣伝・販促・イベント
組合員、従業員の福利厚生

33.3％ 25.0％ 16.7％

下請組合、
系列組合

教育訓練・人材開発
　　異業種交流、企業連携、産学官連携 新技術・製品開発、新分野

市場調査・販路開拓
　　組合員、従業員の福利厚生 共同求人

資金の貸付、手形割引
29.6％ 14.8％ 11.1％

工場団地
組合

異業種交流、企業連携、
産学官連携 市場調査・販路開拓 新技術・製品の研究開発、

新分野進出
共同宣伝・販売促進・イベント主催

教育訓練・人材開発

32.3％ 21.0％ 17.7％ 16.1％

卸商業団地
組合

異業種交流、企業連携、
産学官連携 教育訓練・人材開発 共同宣伝・販売促進・

イベント主催 市場調査・販路開拓

33.3％ 24.2％ 21.2％ 18.2％

共同店舗
組合

市場調査・販路開拓 教育訓練・人材開発 共同生産・加工 異業種交流、企業連携、
産学官連携

33.3％ 27.8％ 22.2％ 16.7％

商店街組合
市場調査・販路開拓

　　異業種交流、企業連携、産学官連携
　　クレジット、商品券発行
　　教育訓練・人材開発
　　組合員、従業員の福利厚生

27.3％ 18.2％

異業種組合
異業種交流、企業連携、
産学官連携

新技術・製品の研究開発、
新分野進出 教育訓練・人材開発 経営相談、

コンサルティング

30.3％ 18.4％ 15.8％ 14.5％

図表Ⅱ-6　今後新規に取り組みたい事業（上位項目）［組合タイプ別］

（注）共同工場組合、流通団地組合、カード組合、連鎖化組合、その他の組合については回答サンプル数が少ないため省略

ている」（39.6％）、「共同事業利用率の低下」（35.2

％）、「魅力ある共同事業が見つからない」（33.4

％）等が上位にあげられている。前回調査と比

較して回答の全体的な傾向、パターンに大きな

差はないが、「共同事業の利用が一部の組合員

に偏っている」、「事業設備・施設の陳腐化、老

朽化」という回答がやや増加している。

こうした共同事業推進上の問題点への対策

としては（図表Ⅱ-8）、「定期的に会合を持ち、

組合員間の意思疎通を図る」（37.5％）、「組合

員数の増加を図る」（21.1％）、「委員会等を設

置して、魅力ある共同事業とは何かを検討する」

（17.4％）、「組合員以外の利用率を高める」（14.2

％）、「組合員のニーズ別に共同事業を実施する」

（13.9％）、等があげられているが、「特別な対

策はない」という回答も23.3％ある。
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図表Ⅱ-7　共同事業推進上の問題点［前回調査との比較］〔複数回答〕

共同事業の利用が一部の組合員に偏っている 

共同事業利用率の低下 

魅力ある共同事業が見つからない 

組合員のニーズの多様化 

事業設備・施設の陳腐化、老朽化 

組合員間の規模格差により共同事業の運営に支障 

共同事業と競合する外部企業の進出 

資金不足 

共同事業の運営に精通した人材が不足 

金融事業の不振 

員外利用に制限があり、スムーズな運営ができない 

意思決定に時間がかかり、適切な事業運営ができない 

そ の 他 

0 10 20 30 40 50 
（%） 

2008年調査 
今回調査 

37.4 

35.1 

33.9 

17.4 

11.4 

17.0 

13.4 

14.9 

8.5 

4.7 

4.5 

3.7 

3.5 

39.6 

35.2 

33.4 

17.3 

14.7 

13.8 

12.7 

12.5 

9.4 

3.5 

3.5 

3.4 

6.6 

図表Ⅱ-8　共同事業推進上の問題点への対策［前回調査との比較］〔複数回答〕

0 10 20 30 40 50 
（%） 

定期的に会合を持ち、組合員間の意思疎通を図る 

組合員数の増加を図る 

委員会等を設置、魅力ある共同事業とは何かを検討 

組合員以外の利用率を高める 

組合員のニーズ別に共同事業を実施する 

機械・設備の新設、更新に努力する 

組合事務局を増強し、有能な人材を配置する 

競争力のない共同事業は実施しないようにする 

資金調達の多様化を図る 

別法人を設立して対応する 

株式会社への組織変更を行う 

特別な対策はない 

その他 

2008年調査 
今回調査 

38.7 

19.2 

19.4 

14.3 

14.9 

7.9 

7.9 

5.9 

4.6 

1.8 

1.7 

31.7 

4.2 

37.5 

21.1 

17.4 

14.2 

13.9 

9.7 

6.9 

6.9 

3.2 

1.7 

1.5 

23.3 

4.0 
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27.7％と高くなっている。

金融事業を縮小または実施しない理由とし

ては（図表Ⅲ-4）、「組合員の業績悪化・倒産等

によるリスクを回避するため」という回答が

43.2％と最も多いが、前回調査の結果（63.6％）

に比べて大きく減少している。また、前回調査

では2位であった「組合員の直接借入（構成員

貸）に切り替えていく方針」という回答も大き

く減っている（32.8％→12.3％）。これに対し、「組

合員の成長により単独借入が可能となったた

め」（27.6％）や「組合事務局の体制が不十分

であるため」（21.5％）といった回答が前回調

査と比べて増加している。

Ⅲ．2　金融事業活性化のための取り組み

金融事業活性化のための取り組みとしては

（図表Ⅲ-5）、「借入金利の引き下げ努力」（20.9％）

や「貸出資金の種類・内容の拡充、借入手続

きの簡素化等、取扱内容の見直し」（12.3％）

等があげられているが、「特別な対応策は講じ

Ⅲ．金融事業の状況

Ⅲ．1　金融事業の実施状況と今後の取組方針

金融事業（組合員向け貸出）の実施状況を

みると、「実施しており、今後拡大方針」1.8％、

「実施しており、今後も現状維持」22.5％、「実

施しているが、今後縮小方針」10.3％、「実施

していないが、今後実施したい」1.9％、「実施

していないし、今後も実施することはない」

63.4％という構成になっている（図表Ⅲ-1）。金

融事業を実施している組合の比率は34.6％とな

るが、その推移をみると減少傾向が続いている

（図表Ⅲ-2）。

金融事業の実施状況を組合タイプ別にみる

と（図表Ⅲ-3）、下請組合、系列組合、流通団

地組合、卸商業団地組合、共同店舗組合の実

施率が高く、50％を超えているが、卸商業団地

組合、共同店舗組合については「実施してい

るが、今後縮小方針」の比率もそれぞれ35.2％、

図表Ⅲ-1　金融事業（組合員向け貸出）の実施状況

実施してい
ないし、今
後 も 実 施
することは
ない
 63.4% 

実施してお
り、今後も
現状維持
22.5%

実施してい
るが、今後
縮小方針
10.3% 

実施してい
ないが、今
後実施した
い
1.9% 

実施してお
り、今後拡
大方針
1.8% 

図表Ⅲ-2　金融事業実施状況の推移
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図表Ⅲ-4　金融事業を縮小する、または実施しない理由［前回調査との比較］

組合員の業績悪化・倒産等によるリスクを回避するため

組合員の成長により金融機関からの単独借入が可能となったため

組合役員が連帯保証に消極的であるため 

組合事務局の体制が不十分であるため 

組合員が直接借り入れる方が金利が低いため 

組合員の直接借入（構成員貸）に切り替えていく方針のため

組合員が自社の企業内容が他の組合員（又は組合）に漏れることを嫌うため

組合員にとって、転貸手数料の上乗せによる金利の割高感があるため

親企業からの資金供給、金融支援が受けられるようになったため

そ　の　他 
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（％）
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63.6 

21.5 

28.1 

10.7 

17.6 
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9.9 
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図表Ⅲ-3　金融事業（組合員向け貸出）の実施状況 ［組合タイプ別］

実施、拡大方針 実施、現状維持 実施、縮小方針 未実施、今後実施 未実施、実施方針なし 

同業者組合 

産地組合 

下請組合、系列組合 

工場団地組合 

共同工場組合 

流通団地組合 

卸商業団地組合 

共同店舗組合 

商店街組合 

カード組合 

異業種組合 

その他の組合 

［全　　　体］ 

0% 50% 100% 

1.8  22.5  10.3  1.9  63.4  

66.8  21.5  7.5  2.3  1.9  

17.8  8.9  73.3  

3.8  

0.8  

46.2  

24.3  

12.9  

19.4  

3.0  

0.4  

34.1  

55.1  

22.2  11.1  66.7  

4.5  37.3  14.9  43.3  

2.9  15.2  35.2  46.7  

4.6  26.2  27.7  41.5  

12.1  18.2  69.7  

0.7  

26.3  

19.4  

10.3  

5.3  

6.4  

7.7  

2.5  

2.6  

68.4  

71.0  

79.5  

（注）連鎖化組合については回答サンプル数が少ないため省略



2014.5 45

図表Ⅲ-5　金融事業の活性化のための取組み［前回調査との比較］

借入金利、転貸手数料率の引下げ努力 

貸出資金の種類・内容の拡充、借入手続の簡素化等、取扱内容の見直し

制度融資の導入・活用による魅力の増大 

組合金融事業の意義の説明等、組合員に対するＰＲ・啓蒙

経営分析、金融相談、情報提供等ソフト面でのサービスの充実

アンケート調査の実施等による組合員ニーズの把握・掘り起し

金融委員会設置や事務局増強等、金融事業運営体制の整備・強化

特別な対応策は講じていない 

そ　の　他 

0  20  3010  40  6050 70

（％）

2008年調査 

今回調査 

28.8  

17.7  

14.0  

13.1  

5.7  

4.1  

3.8  

53.8  

3.6  

20.9  

12.3  

8.2  

8.1  

4.9  

4.9  

2.7  

60.4  

5.1  

ていない」という組合が60.4％に達しており、

前回調査に比べても増加している。

これを金融事業を「実施しており、今後拡

大方針」の組合および「実施しており、今後も

現状維持」の組合についてみると（図表Ⅲ-6）、「借

入金利の引き下げ努力」（41.9％）、「制度融資

の導入・活用による魅力の増大」（29.3％）、「貸

出資金の種類・内容の拡充、借入手続きの簡

素化等、取扱内容の見直し」（23.2％）といっ

た回答の比率が高くなっており、金融事業を拡

大・現状維持方針の組合ではこうした取り組

みによって金融事業の活性化を図っていること

がうかがわれる一方、「特別な対応策は講じて

いない」という回答も34.3％みられる。
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高めるための対応策（検討中のものを含む）と

しては（図表Ⅳ-2）、「既存の共同事業の充実強

化」（46.7％）、「親睦会・イベントの開催」（44.8

％）が多く、以下、「組合財政基盤の強化」（29.7

％）、「各種委員会の設置」（20.7％）、「業種別

部会、青年部等による情報交換、交流の活発化」

（20.7％）等が続いている。

これを組合活動の状況によって、活発（「活

発である」および「まずまず活発である」）と

不活発（「あまり活発でない」および「活発で

ない」）の2つのグループに分けてみると（図表

Ⅳ-3）、組合活動が活発な組合では「組合財政

基盤の強化」、「各種委員会の設置」を始めと

する各種の対応策を実施している割合が高く、

「特段の措置は講じていない」という組合の比

率も4.5％に止まっている。

Ⅳ．集団化組合について

Ⅳ．1　集団化組合の形態

集団化事業のために設立された組合として、

本調査では①工場団地組合、②共同工場組合、

③流通団地組合（運輸業、倉庫業の集団化組

合）、④卸商業団地組合、⑤共同店舗組合の5

つに区分している。

Ⅳ．2　高度化資金の返済状況

集団化事業（団地建設等）の際に借り入れ

た高度化資金の返済状況についてみると（図表

Ⅳ-1）、「既に完済している」75.2％、「返済中で

ある（据置・猶予期間中のものを含む）」18.4％、

「団地建設に際して借入はしていない」6.5％と

なっている。

Ⅳ．3　一体性維持のための対応策

団地の一体性を維持し、組合への求心力を

図表Ⅲ-6　金融事業の活性化のための取組み［金融事業を拡大方針・現状維持の組合］

借入金利、転貸手数料率の引下げ努力

貸出資金の種類・内容の拡充、借入手続の簡素化等、取扱内容の見直し

制度融資の導入・活用による魅力の増大 

組合金融事業の意義の説明等、組合員に対するＰＲ・啓蒙

経営分析、金融相談、情報提供等ソフト面でのサービスの充実

アンケート調査の実施等による組合員ニーズの把握・掘り起し

金融委員会設置や事務局増強等、金融事業運営体制の整備・強化

特別な対応策は講じていない 

そ　の　他 

0 20 10 30 40 60 50 70
（％） 

20.9  

12.3  

8.2  

8.1  

4.9  

4.9  

2.7  

60.4  

5.1  

41.9  

23.2  

29.3  

13.7  

4.9  

4.5  

3.8  

34.3  

3.0  

　全　　　　　体 
拡大方針・現状維持 
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図表Ⅳ-1　高度化資金の返済状況

 

 

団地建設に際して
借入はしていない
6.5%

返済中である
（返済据置・
猶予期間中
のものを
含む）
18.4%

既に完済している
75.2%

図表Ⅳ-2　団地の一体性維持のために講じている対応策（検討中のものを含む）［複数回答］

0  10  20  30  40  50  
（%） 

既存の共同事業の充実強化 

親睦会、イベントの開催 

組合財政基盤の強化 

各種委員会の設置 

業種別部会、青年部等による情報交換、交流の活発化 

団地将来ビジョンの策定 

機関紙の発行、ホームページの開設 

環境変化に対応した新規共同事業の実施 

団地の再整備 

買戻し特約・再売買予約等による第三者侵入の歯止め 

事務局体制の充実 

金融相談・経営相談の充実・強化 

土地所有権の組合員への移転留保 

共同出資会社等の別組織設置による事業の多角化 

異業種交流、他組合・大学等との連携強化 

コーポレート・アイデンティティの実施 

特段の措置は講じていない 

そ　の　他 

46.7 

44.8 

29.7 

20.7 

20.7 

19.1 

16.8 

15.9 

13.8 

11.5 

11.3 

4.6 

3.9 

3.7 

3.4 

0.9 

13.1 

4.4 
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Ⅳ-5）、「有効活用策を検討中」33.3％、「売却す

る方針であり、売却の見通しが立っている」

10.1％、「売却する方針であるが、売却の見通

しは立っていない」39.5％、「当面、活用の計

画なし、あるいは方針未定」17.1％となっている。

「有効活用策を検討中」と回答した組合に対

し、有効活用策の具体的な内容を尋ねたところ、

「第三者への賃貸」（60.5％）が最も多くなって

いる（図表Ⅳ-6）。

Ⅳ．4　団地内の余剰地、未利用地について

団地内に「組合所有の余剰地、未利用地が

ある」組合は21.5％、「組合員撤退後の未処分

跡地（組合員ないしは第三者所有）がある」

組合が8.7％であり、残りの69.8％の組合は「余

剰地、未利用地はない」と回答している（図表

Ⅳ-4）。

団地内の余剰地、未利用地、未処分地の活

用や処分の方針、見通しについてみると（図表

図表Ⅳ-3　団地の一体性維持のために講じている対応策（検討中のものを含む）［組合の活動状況別］〔複数回答〕

0 10 20 30 40 50 60 
（％） 

既存の共同事業の充実強化 

親睦会、イベントの開催 

組合財政基盤の強化 

各種委員会の設置 

業種別部会、青年部等による情報交換、交流の活発化 

団地将来ビジョンの策定 

機関紙の発行、ホームページの開設 

環境変化に対応した新規共同事業の実施 

団地の再整備 

買戻し特約・再売買予約等による第三者侵入の歯止め 

事務局体制の充実 

金融相談・経営相談の充実・強化 

土地所有権の組合員への移転留保 

共同出資会社等の別組織設置による事業の多角化 

異業種交流、他組合・大学等との連携強化 

コーポレート・アイデンティティの実施 

特段の措置は講じていない 

そ　の　他 

56.6  

50.4  

32.2  

26.0  

27.7  

20.7  

19.8  

21.1  

15.3  

12.3  

14.5  

6.2  
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7.0  
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4.5  

5.8  

34.2  

37.9  

26.8  

14.2  

10.5  

15.6  

12.6  

9.5  

11.6  

10.0  

7.4  

2.6  

3.7  

3.7  

2.1  

0.5  

23.7  

2.6  

組合活動 活発 
組合活動 不活発 
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組合活動が不活発ないしは厳しい状況にある

先が比較的多くなっている。Ⅴ．組合活動の課題と今後の方針

Ⅴ．1　最近の組合活動の状態

最近の組合活動の状況についてみると（図表

Ⅴ-1）、「活発である」という組合は8.2％、「ま

ずまず活発である」が45.3％、「あまり活発で

はない」が29.6％、「活発ではない」が16.9％

となっている。

これを組合タイプ別にみると（図表Ⅴ-2）、下

請・系列組合、共同店舗組合、カード組合、

異業種組合では「活発ではない」と「あまり活

発ではない」の合計が50％を上回っており、

図表Ⅳ-4　団地内の余剰地、未利用地

組合所有の
余剰地、
未利用地
がある
21.5% 

組合員撤退後
の未処分跡地
（組合員ないし
は第三者所有）
がある
8.7%

 

余剰地、
未利用地
はない
 69.8%

図表Ⅳ-5　団地内の余剰地、未利用地、
　　　　　　 　　未処分地に関する方針、見通し

当面、活用の計画なし、
あるいは方針未定
17.1%

有効活用策を
検討中
33.3%

売却する方針であり、
売却の見通しが
立っている
10.1% 

売却する方針で
あるが、売却の
見通しは立って
いない
39.5%

図表Ⅴ-1　最近の組合活動の状況

  

 

活発である
8.2%

まずまず
活発である
45.3%

あまり活発
ではない
29.6%

活発では
ない
16.9%

0  10  20  30  40  50  60  70  
（％） 

60.5  

14.0  

2.3  

0  

23.3  

第三者への賃貸 

事務所・工場等、既存の共同事業用施設として活用 

売電事業用にメガソーラーなど新規事業用施設で活用 

組合員の福利厚生施設として活用 

その他 

図表Ⅳ-6　余剰地、未利用地の有効活用策
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合活動が「活発である」組合では24.3％となっ

ているが、組合活動が「活発でない」組合で

Ⅴ．2　組合活動における課題、問題点

次に、組合活動おける組合員に起因する課

題、問題点は（図表Ⅴ-3）、「組合員の業況不振」

（25.7％）、「組合員の減少」（24.5％）、「組合員

の参加意識の不足」（22.9％）、「規模・業態等

による組合員の意識の差が拡大」（20.1％）の4

つに分かれている。

これを組合活動の状況別にみると（図表Ⅴ-4）、

「組合員の減少」は、組合活動が「活発である」

組合では16.2％であるが、組合活動が「活発で

ない」組合では34.1％と高い。また、「規模・

業態等による組合員の意識の差が拡大」は組

図表Ⅴ-3　�組合員に起因する組合活動における課題、 
問題点

組合員の
業況不振
25.7%

組合員の
減少
24.5%

組合員の
参加意識
の不足
22.9%

規模・業態
等による組
合員の意識
の差が拡大
20.1%

その他
6.9%

図表Ⅴ-2　最近の組合活動の状況［組合タイプ別］

同業者組合 

産地組合 

下請組合、系列組合 

工場団地組合 

共同工場組合 

流通団地組合 

卸商業団地組合 

共同店舗組合 

商店街組合 

カード組合 

異業種組合 

その他の組合 

0% 50% 100% 

［全　　　体］ 

活発である まずまず活発である あまり活発ではない 活発ではない 

8.2  45.3  29.6  16.9  

8.4  47.0  28.5  16.1  

21.3  46.8  19.1  12.8  

4.7  

6.2  

5.3  

10.3  

8.4  

4.5  

9.7  

5.0  

8.4  

10.3  

28.1  

45.7  

52.6  

52.9  

51.4  

43.3  

51.6  

40.0  

36.0  

43.6  

32.8  

35.7  

31.6  

26.5  

29.9  

35.8  

22.6  

30.0  

30.8  

35.9  

34.4  

12.4  

10.5  

10.3  

10.3  

16.4  

16.1  

25.0  

24.8  

10.3  

（注）連鎖化組合については回答サンプル数が少ないため省略
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Ⅴ．3　組合運営の今後の方向性

組合運営の今後の方向性としては（図表Ⅴ-6）、

「組合員の増加、組合事業の拡大を進める」（49.5

％）が最も多く、以下「他組合との連携を強化

する」（11.3％）、「組合事業の縮小を進める」（9.5

％）、「組合の解散を検討する」（5.7％）、「会社

組織への変更を検討する」（3.2％）、「他組合と

の合併を検討する」（2.1％）、「その他」（18.8％）

は11.8％に止まっている。組合活動が活発では

ない組合では、組合員の減少がより大きな課題

となっていることがうかがわれる。

次に、組合の活動状況別に組合員数の増減

をみてみると（図表Ⅴ-5）、組合活動が「活発で

ある」と回答している組合では5年前に比べて

組合員数が増加している組合の比率が高くな

っている。

図表Ⅴ-4　組合員に起因する組合活動における課題、問題点［活動状況別］

組合員の業況不振 組合員の減少 

組合員の参加意識の不足 規模・業態等による組合員の意識の差が拡大 

その他 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

［全　　　体］ 

活発である 

まずまず活発である 

あまり活発ではない 

活発ではない 

25.7  

27.7  

26.9  

26.6  

20.1  

24.5  

16.2  

22.0  

24.4  

34.1  

22.9  

19.6  

21.1  

26.2  

23.7  

20.1  

24.3  

24.8  

17.2  

11.8  

6.9  

12.3  

5.3  

5.6  

10.4  

図表Ⅴ-5　5年前と比べた組合員数の変化［組合の活動状況別］

0% 20% 10% 30% 40% 60% 80% 50% 70% 90% 100% 

増加した 変化なし 減少した 

活発である 

まずまず活発である 

あまり活発ではない 

活発ではない 

17.6  

11.2  

7.5  

4.0  

25.6  

28.2  

30.8  

36.8  

56.8  

60.6  

61.7  

59.2  
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商業団地では「他組合との連携を強化する」

の比率が相対的に高くなっている。

となっている（「その他」の具体的な内容とし

ては「現状維持」という記入が多い）。

組合運営の今後の方向性を組合タイプ別に

みると（図表Ⅴ-7）、「組合員の増加、組合事業

の拡大を進める」は下請組合、系列組合を除

く何れの組合タイプでも1位となっている。下

請組合、系列組合では「その他」（具体的な内

容としては「現状維持」が多い）が40.2％を占

めており、「組合事業の縮小を進める」（18.9％）

も相対的に高い比率を示している。共同工場組

合、共同店舗組合では「会社組織への変更を

検討する」の比率が高く、工場団地組合、卸

図表Ⅴ-6　組合運営の今後の方向性

他組合との連携を強化する 11.3%

組合事業
の縮小を
進める
9.5%

組合の解散
を検討する
5.7%

会社組織への
変更を検討する
3.2%

他組合との
合併を検討する
2.1%

その他
18.8%

組合員の増加、
組合事業の拡
大を進める 
49.5%

図表Ⅴ-7　組合運営の今後の方向性［組合タイプ別］

組合員の増加、組合事業の拡大を進める 
組合事業の縮小を進める 
会社組織への変更を検討する 
その他 

他組合との連携を強化する 
組合の解散を検討する 
他組合との合併を検討する 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

共同店舗組合 

商店街組合 

カード組合 

異業種組合 

その他の組合 

同業者組合 53.4  12.0  8.3  5.0  2.4  2.1  16.9  

産地組合 38.6  9.1  18.2  6.8  9.1  4.5  13.6  

下請組合、系列組合 23.8  6.6  18.9  9.0  1.6  40.2  

工場団地組合 31.7  15.7  11.3  7.0  0.9  3.5  30.0  

共同工場組合 35.7  14.3  14.3  21.4  14.3  

流通団地組合 39.7  9.5  6.3  11.1  3.2  1.6  28.6  

卸商業団地組合 2.1  2.1  2.1  16.5  17.5  45.4  14.4  

36.1  9.8  11.5  3.3  27.9  11.5  

43.3  13.3  13.3  6.7  13.3  10.0  

50.0  5.0  10.0  25.0  5.0  5.0  

8.0  1.5  17.5  3.6  5.1  7.7  56.6  

54.1  13.5  5.4  5.4  10.8  10.8  

（注）連鎖化組合については回答サンプル数が少ないため省略
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業者組合、産地組合、下請組合、系列組合、

工場団地組合、流通団地組合、卸商業団地組合、

異業種組合では「組合員相互の交流連携活動

の支援」が1位となっているが、共同工場組合

は「新製品や新技術に関する情報の収集と提

供」、共同店舗組合は「共同宣伝や見本市、展

示会の開催など販売促進活動の推進」、商店街

組合は「組合活動に資する補助金の取得」、カ

ード組合は「組合員のIT化の支援」、その他の

組合では共済事業の推進等の「その他の支援」

が第1位となっている。また、産地組合では「共

同宣伝や見本市、展示会の開催など販売促進

活動の推進」（51.5％）、流通団地組合では「原油・

素材価格高騰、市場変動等のリスクの対応支

援」（51.9％）が50％を超えて2位となっている

ことや、工場団地組合、卸商業団地組合、共

同店舗組合、商店街組合では「組合施設の開放、

地域、コミュニティへの貢献と連携」が相対的

に高い比率となっているといった特徴がみられ

る。

Ⅴ．4　�組合員の事業活動を支援する上で果た

すべき役割

組合が組合員の事業活動を支援する上で今

後果たすべき役割について、具体的な項目をあ

げて各項目について、（1）今まで組合員のため

に支援してきたか、（2）組合員から求められて

いると思うかを尋ねたところ、（1）と（2）の

回答はほぼ同じパターンとなっている（図表 

Ⅴ-8）。「支援してきた」ないしは「求められて

いる」という回答の比率が最も高かったのは「組

合員相互の交流連携活動の支援」であり、「組

合活動に資する補助金の取得」、「新製品や新

技術に関する情報の収集と提供」等がこれに

続いている。

組合の活動状況別に各項目に対する支援状

況をみると（図表Ⅴ-9）、いずれの項目でも「支

援してきた」という回答の比率は、組合活動が

活発な組合で高く、活発ではない組合では低く

なるという傾向がみられる。

組合タイプ別に「求められている」という回

答の比率が高い項目をみると（図表Ⅴ-10）、同
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図表Ⅴ-8　組合員の事業活動を支援する上で、今後組合が果たすべき役割

組合員相互の交流連携活動の支援 

組合活動に資する補助金の取得 

新製品や新技術に関する情報の収集と提供 

共同宣伝や見本市、展示会の開催など
 販売促進活動の推進 

組合施設の開放、地域、コミュニティへの貢献と連携 

事務所周辺環境・景観の整備 

組合員のＩＴ（情報技術）化の支援 

販売・受注ルートの開拓 

環境対応・省エネ等の促進、製品等の安全性向上支援 

商団連・工団連等、上部団体への加入による
ネットワーク拡充 

他組合や外部企業との交流、ビジネスマッチング支援 

組合員企業の事業承継への支援 

原油・素材価格高騰、市場変動等のリスクの対応支援 

市場開拓・マーケティング活動の推進 

経営相談、コンサルティング機能の強化 

自然災害発生時のサプライチェーン
復旧・確保のための相互扶助 

産学官連携、異業種交流活動の支援 

組合員の事業再生、再チャレンジ等の支援 

新製品や新技術、デザインなどの共同研究開発 

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定支援 

組合員企業の事業多角化・転換や
新分野進出への支援  

組合員企業の海外展開の支援 

支援してきた /求められている どちらともいえない /どちらともいえない 支援していない /求められていない 

上段：今まで組合員のために支援してきたか　 下段：組合員から求められているか 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
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図表Ⅴ-9　組合員の事業活動を支援する上で、今後組合が果たすべき役割［組合の活動状況別］
「（1）今まで組合員のために支援してきたか」に対する「支援してきた」という回答の比率（上位項目のみ）

0  10  20  30  40  50  60  70  80  90  
（％）

組合員相互の交流連携活動の支援 

組合活動に資する補助金の取得 

新製品や新技術に関する情報の収集と提供 

共同宣伝や見本市、展示会の開催など販売促進活動の推進 

組合施設の開放、地域、コミュニティへの貢献と連携 

事務所周辺環境・景観の整備 

組合員のＩＴ（情報技術）化の支援 

販売・受注ルートの開拓 

環境対応・省エネ等の促進、製品等の安全性向上支援 

商団連・工団連等、上部団体への加入によるネットワーク拡充 

他組合や外部企業との交流、ビジネスマッチング支援 

組合員企業の事業承継への支援 

原油・素材価格高騰、市場変動等のリスクの対応支援 

市場開拓・マーケティング活動の推進 

経営相談、コンサルティング機能の強化 

自然災害発生時のサプライチェーン復旧・確保のための相互扶助 
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という質問に対しては、「組合財政が苦しく、

予算制約から思う様に支援できない」（29.0％）、

「組合事務局に専門性の高い支援人材がいな

い」（26.5％）、「組合員のニーズが把握できない」

Ⅴ．5　�組合員の事業活動の支援が不十分であ

る場合の組合自身の課題や問題点

組合員の事業活動の支援を十分に行えてい

ないとすると、組合自身の問題点や課題は何か

（％）
組合タイプ 第1位 第2位 第3位 第4位 第5位

同業者組合
組合員相互の交流連携
活動の支援

新製品や新技術に関す
る情報の収集と提供

販売・受注ルートの開
拓

組合活動に資する補助
金の取得

原油・素材価格高騰、
市場変動等のリスクの
対応支援

53.9 35.7 26.8 24.5 20.8

産地組合
組合員相互の交流連携
活動の支援

共同宣伝や見本市、展
示会の開催など販促活
動の推進

販売・受注ルートの開
拓

市場開拓・マーケティ
ング活動の推進

組合活動に資する補助
金の取得

52.8 51.5 48.6 45.5 38.7

下請組合、
系列組合

組合員相互の交流連携
活動の支援

組合活動に資する補助
金の取得

組合員企業の事業承継
への支援

新製品や新技術に関す
る情報の収集と提供

環境対応・省エネ等の
促進、製品等の安全性
向上支援

45.9 15.7 14.9 13.7 12.1

工場団地組合
組合員相互の交流連携
活動の支援

組合施設の開放、地域、
コミュニティへの貢献
と連携

組合活動に資する補助
金の取得

自然災害発生時のサプ
ライチェーン復旧・確
保のための相互扶助

環境対応・省エネ等の
促進、製品等の安全性
向上支援

48.8 38.1 32.7 23.3 18.7

共同工場組合
新製品や新技術に関す
る情報の収集と提供

販売・受注ルートの開
拓

組合員相互の交流連携
活動の支援

市場開拓・マーケティ
ング活動の推進

組合員のIT（情報技術）
化の支援

46.2 42.9 38.5 28.6 23.1

流通団地組合
組合員相互の交流連携
活動の支援

原油・素材価格高騰、
市場変動等のリスクの
対応支援

組合活動に資する補助
金の取得

販売・受注ルートの開
拓

自然災害発生時のサプ
ライチェーン復旧・確
保のための相互扶助

56.4 51.9 27.5 26.0 20.0

卸商業団地組合
組合員相互の交流連携
活動の支援

組合活動に資する補助
金の取得

組合施設の開放、地域、
コミュニティへの貢献
と連携

自然災害発生時のサプ
ライチェーン復旧・確
保のための相互扶助

共同宣伝や見本市、展
示会の開催など販促活
動の推進

51.8 42.9 35.7 26.2 23.5

共同店舗組合

共同宣伝や見本市、展
示会の開催など販促活
動の推進

組合施設の開放、地域、
コミュニティへの貢献
と連携

組合員相互の交流連携
活動の支援

経営相談、コンサルテ
ィング機能の強化

組合活動に資する補助
金の取得

63.0 47.1 45.5 38.5 38.5

商店街組合
組合活動に資する補助
金の取得

組合員相互の交流連携
活動の支援

組合施設の開放、地域、
コミュニティへの貢献
と連携

共同宣伝や見本市、展
示会の開催など販促活
動の推進

組合員のIT（情報技術）
化の支援

60.7 53.3 44.4 44.0 17.9

カード組合
組合員のIT（情報技術）
化の支援

組合員相互の交流連携
活動の支援

組合施設の開放、地域、
コミュニティへの貢献
と連携

経営相談、コンサルテ
ィング機能の強化

共同宣伝や見本市、展
示会の開催など販促活
動の推進

31.3 25.0 21.4 14.3 13.3

異業種組合
組合員相互の交流連携
活動の支援

販売・受注ルートの開
拓

市場開拓・マーケティ
ング活動の推進

組合活動に資する補助
金の取得

経営相談、コンサルテ
ィング機能の強化

35.8 23.0 19.7 19.3 18.9

その他の組合
その他の支援 組合員相互の交流連携

活動の支援
組合活動に資する補助
金の取得

新製品や新技術に関す
る情報の収集と提供

販売・受注ルートの開
拓

62.5 25.9 25.0 21.7 20.8

図表Ⅴ-10　組合員の事業活動を支援する上で果たすべき役割［組合タイプ別］
「（2）組合員から求められていると思うか」に対する「求められている」の比率

（注）連鎖化組合については回答サンプル数が少ないため省略



2014.5 57

図表Ⅴ-11　組合員の事業活動の支援を十分に行えて
　　　　　　いない場合の組合自身の課題、問題点

組合財政が苦しく、
予算制約から思う
様に支援できない
 29.0%

組合事務局に専門性の
高い支援人材がいない
26.5%

組合員のニーズの
把握ができない
24.9%

外部との連携が
不足している
7.8%

その他
11.7%

図表Ⅴ-12　組合として組合員のために一定の役割が
　　　　　　見込まれる成長分野

組合間連携支援
38.8%

環境対策支援
20.1%

ものづくり
支援
18.4%

地域資源活用支援
（農商工連携含む）
9.4%

再生可能
エネルギー
活用支援
7.3%

海外展開支援
3.2%

女性の社会進出・
少子化対策
2.8%

Ⅴ．7　海外展開（支援）の状況

①共同事業としての輸出・輸入、②共同事

業としての海外市場調査等、③組合員のため

の国内外のビジネスマッチング、④組合として

海外との商談会、展示会への参加、の各項目

について、現在の取組状況と今後の取組予定

をみると（図表Ⅴ-14、15）、全体的には、いず

れの項目も、「取り組んでいる」という回答の

比率は5％以下と低くなっているが、今後の取

組予定については「今後取り組んでいきたい」

という回答の比率が高まっている。

また、組合タイプ別にみると、産地組合、共

同工場組合、異業種組合では「取り組んでい

る」、「今後取り組んでいきたい」という回答の

比率が相対的に高くなっており、特に産地組合

では海外市場の調査、国内外のビジネスマッ

チング、海外との商談会、展示会への参加に

取り組んでいる組合が15％を超えており、今

後については20％を超える組合が取り組んで

いきたいと回答している。

（24.9％）という回答が多くなっており、この3

つで80％を超えている（図表Ⅴ-11）。

Ⅴ．6　�組合員のために一定の役割が見込まれ

る成長分野

組合が組合員のために果たす一定の役割が

見込まれる成長分野としては、「組合間連携支

援」（38.8％）が最も多く、以下、「環境対策支援」

20.1％、「ものづくり支援」18.4％、「地域資源

活用支援（農商工連携を含む）」9.4％、「再生

可能エネルギー活用支援」7.3％、「海外展開支

援」3.2％、「女性の社会進出・少子化対策」2.8

％となっている（図表Ⅴ-12）。

これを組合タイプ別にみると（図表Ⅴ-13）、

産地組合では「ものづくり支援」が56.1％を占

めており、下請組合、系列組合、工場団地組

合でも「ものづくり支援」が30％を超えている。

流通団地、卸商業団地では「環境対策支援」

が4割近くを占めていることが特徴的である。

また、産地組合、共同店舗組合、商店街組合

において「地域資源活用支援」の比率が相対

的に高くなっていることが注目される。
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図表Ⅴ-13　組合として組合員のために一定の役割が見込まれる成長分野［組合タイプ別］
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4.0  
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0% 20% 40% 60% 80% 100% 

［全　　　体］ 

同業者組合 

産地組合 

下請組合、系列組合 

工場団地組合 

流通団地組合 

卸商業団地組合 

共同店舗組合 

商店街組合 

カード組合 

異業種組合 

組合間連携支援 環境対策支援 

ものづくり支援 地域資源活用支援（農商工連携含む） 

再生可能エネルギー活用支援 海外展開支援 

女性の社会進出・少子化対策 

（注）連鎖化組合については回答サンプル数が少ないため省略
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図表Ⅴ-14　海外展開（支援）状況（現在の取組状況）
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共同事業としての海外市場の調査等（全体） 
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組合員のための国内外のビジネスマッチング（全体） 

同　　　　（産地組合） 

同　　（共同工場組合） 

同　　　（異業種組合） 

組合として海外との商談会、展示会への参加（全体） 

同　　　　（産地組合） 

同　　（共同工場組合） 

同　　　（異業種組合） 

取り組んでいる 取り組んでいない 

図表Ⅴ-15　海外展開（支援）状況（今後の取組予定）
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同　　　　（産地組合） 

同　　（共同工場組合） 

同　　　（異業種組合） 

今後取り組んでいきたい 当面取り組む予定はない 


